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中国の大国化と国家イメージの改善のジレンマ 
 
高井 潔司1
 
Ⅰ 問題の所在――大国化と「中国イメー
ジ」のギャップ 
中華人民共和国は 2009 年 10 月，建国か
ら 60 周年を迎え，盛大に祝賀会を開催した．
祝賀会の席で，温家宝首相は，｢60 年来，
中国共産党の指導の下，全国の各民族，人
民は，団結奮闘し，刻苦創業の精神で努力
し，中華の大地に巨大な変化をもたらし，
国家の経済実力，総合国力は大幅に増強し，
人民の生活には顕著な改善が図られ，社会
文明の程度は大幅に上昇し，国際的な地位
は空前の高まりを見せている｣と，60 年の
成果を内外に誇示した． 
中国が経済規模において 1，2 年以内に，
日本を追い越し，アメリカに次ぐＧＤＰ大
国になることは確実と言われる．2008 年秋
以来の世界的な金融危機の中でも，相変わ
らず高い経済成長を記録し，世界的な景気
回復の牽引役さえ期待される．温首相が「国
際的な地位は空前の高まり」と語るのは自
然の流れでもある．それをもたらしたのは，
後半 30 年の｢改革･開放｣路線であると指摘
した点も注目しておく必要がある． 
しかし，その一方で，手放しの礼賛では
すまない問題も指摘されている．国慶節の
直前，開催された第 17 期中国共産党中央委
員会第 4 回総会で採択された決議では，温
首相の国慶節祝賀会演説と同様に，「総合国
力が大幅に躍進し，人民の生活も明らかに
改善し，国際的地位も顕著に高まった」と
しつつも，「世界は多極化し，経済のグロー
バル化が深く進展し，科学技術の進歩も日
進月歩であるが，国際金融危機の影響も深
まり，世界経済の枠組みにも新しい変化が
発生している．国際的な影響力競争におい
て，新たな状況が出現し，グローバルな思
想，文化交流において，融合と角逐という
新たな特徴を呈している一方，先進国の経
済，科学技術面での優勢が依然として続い
ている．総合国力競争と各種の影響力争い
という面では，さらに競争の激烈化の傾向
を帯び，不安定，不確定の要素も増大し，
わが国の発展に新たなチャンスと挑戦をも
たらしている」との厳しい現状認識を示し
ている．建国 60 周年というお祝いの席の演
説とは違って，国家を指導する共産党の方
針を決定する党中央委員会の決議にこそ，
中国の本音が表れていることはいうまでも
ない． 
とくに中国の大国化の成果を祝うべく計
画された北京オリンピックの年である
2008 年はチベット騒乱に始まり，各地での
聖火リレー妨害事件，中国の食品の安全を
疑わせる事件が頻発し，さらに 2009 年 7
月の新疆ウィグル自治区の暴動事件に見ら
れるように，中国の国際的なイメージは，
大国化とは反比例するように低下しつつあ
るとも言える．それは，中国当局にとって，
中国の体制転換を求める圧力と映るととも
に，中国の国民の大きな不満2を呼び覚まし
た．時には大衆がデモ行進など直接行動を
引き起こすこともあり，中国の前途を脅か
す不安定，不確定要因となっている． 
「改革開放以来，わが国の経済は発展し，
社会は進歩し，民族は団結し，政治は安定
した．対外的にはたゆまず和平発展の道を
歩んできた．しかし，遺憾なことは，中国
の日増しの発展，進歩，文明，開放の実際
のイメージと相反し，わが国の国際的イメ
ージは西側メディアの筆の下で，再三歪曲
され，誤読され，甚だしい場合は醜悪化さ
れている」と，国営新華社通信の周錫生・
副社長は慨嘆する．3周論文は，西側メディ
アがさまざまな問題を取り上げ，「中国崩壊
論」，「中国脅威論」さらには「中国責任論」
まで振り撒いていると，国際社会における
西側主要メディアの情報発信の独占がその
原因となっていると批判する． 
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一連の事件を通して顕在化した，中国当
局及び国民の大国化に対する自信の高まり
と国際社会における中国イメージ低下との
間の根深いギャップは，08 年の五輪聖火リ
レー妨害事件の際，中国国内で発生した反
フランスデモなどに見られるように，政府
レベル，国民レベルにおいて，国際社会と
の対立や摩擦さえ生じている． 
そうした中国の大国化をめぐるイメージ
ギャップ拡大に，内外のメディアによる情
報発信とそれによって形成される国際世論
の問題が深くかかわっているは言うまでも
ない．本稿では，大国化にふさわしい中国
イメージの改善を求める中国の指導者の発
言と，その指示を受けて展開される中国国
内のイメージ改善論議を紹介しながら，そ
の問題点や今後予想される展開を明らかに
したい． 
 
Ⅱ 政治課題となったイメージギャップ
の是正 
国慶節の祝賀行事の後，中国イメージを
めぐる内外のギャップを踏まえた興味深い
会議が北京の人民大会堂で開催された．10
月 9 日から 10 日にかけ，世界の新聞，テレ
ビ，通信社など多国籍メディア，メディア
コングロマリットの首脳を集め開催された
「世界メディアサミット」である．会議に
は胡錦濤国家主席（党総書記）自ら出席し，
「それぞれのメディアは人類の平和と発展
という崇高な事業に力を尽くし，世界各国
の政治上の相互尊重，平等な協調・対話，
経済上の相互協力・相互補完，文化上の相
互参照，小異を残して大同に着く精神，安
全保障上の相互信頼，協力強化，環境保護
上の相互扶助，協力推進，人類のより美し
い未来の共同創造の促進に努めなければな
らない」と述べた．主催者側の挨拶として
建前を語っているが，それでも演説では，
「世界各地のメディアは十分に自身の特徴
や優位点を発揮しながら，平等な相互信頼，
相互の勝利，共同発展の理念を堅持し，よ
りよく交流，協力を展開し，心から社会的
責任を担い，ニュース情報の真実，正確，
全面的，客観的報道を促進しなければなら
ない」と，メディアの国際的な平等，協力
を呼び掛けおり，その点に中国での開催の
意味が込められている． 
そして，その真意は，2008 年 6 月，チベ
ット騒乱事件の後，北京オリンピックの前
の国際世論と中国世論のギャップが最も甚
だしかった時期，党機関紙・人民日報社を
視察した際，胡錦濤総書記みずから明らか
にしている． 
｢われわれは前進する道筋において，得難
いチャンスとともに，厳しい挑戦にも直面
している．チャンスをしっかりつかみ，経
済，社会をよりよく，より早く発展させて
いく必要があるが，挑戦に対処するにあた
っても，「平時において乱を忘れず」の精神
で，時々刻々，各方面の困難とリスクに対
応する必要がある．特に注意すべきは，当
面，世界的規模で，各種の思想・文化交流
の融合と角逐という相異なる現象が更に頻
繁に起こり，“西側が強くわれわれが弱い
（西強我弱）”の国際世論の構造がまだ根本
的に変わっていない点だ．ニュース世論領
域の闘争は更に激化し，更に次第に複雑に
なるだろう．このような情況の下で，ニュ
ースの宣伝活動の任務のいっそう難しくな
り，責任は更に重大だ｣ 
この演説では，大国化という現実の一方
で，チベット騒乱事件など重大な事件が相
次いだように，今後もまだまだ困難とリス
クが予想され，その際，「西強我弱」という
国際世論の構造は変わっておらず，報道部
門は「ニュースの宣伝活動」の改善に力を
入れ，この状況に対処すべしと指示したの
である．そこでは，世界メディアサミット
での穏当な発言とは違って，「世論領域での
闘争」という厳しい現状認識が示され，内
外の世論の「引導（誘導）能力」の引き上
げが強調された．この発言は，チベット暴
動以来，国際世論の形成にあたって圧倒的
な力を持つ西側メディアによって，中国が
受身に立たされ，批判されてきたことに対
する苛立ちを読み取ることができる． 
視察の 3 日後，宣伝・報道部門を統括す
る党中央宣伝部は，報道関係者だけでなく
メディア理論研究者，教育者に対しても，
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この演説の精神を「真剣に学習し，宣伝を
貫徹することを要求する」通知を出し，そ
のための学習会の開催や新聞，雑誌でのキ
ャンペーンを展開した．4この通知を受け，
国家イメージに関わる重大事件の報道のあ
り方，国際報道における主導権獲得につい
て，議論が高まった．5そして，世界メディ
アサミットの席上，胡錦濤総書記自身，各
国のメディアの情報発信の平等を訴えたの
である． 
中国の対外イメージの改善は，この演説
によって政治課題のひとつの柱になった．
もちろんこの問題の指摘は胡錦濤総書記個
人の発想ではない．21 世紀に入ったあたり
から中国の大国化の流れが決定的となり，
その中で大国化をめぐる内外のイメージギ
ャップが徐々に現われ，それが内外の政治，
社会情勢に大きな影響を与えるようになっ
てきた．したがって，中国のイメージアッ
プ戦略はすでに 21 世紀に入ってすでに着
手されてきた．例えば，国務院国家ラジオ・
映画・テレビ総局は 2001 年，「ラジオ，映
画，テレビの“走出去工程（海外進出プロジ
ェクト）”実施細則」を公布し，中国文化の
海外進出の大キャンペーンを繰り広げ，中
国のイメージアップ作戦に乗り出した．実
は胡錦濤総書記自身，2008 年 1 月に北京で
開かれた「全国宣伝思想工作会議」の代表
との座談会の席上，「しっかりと宣伝思想工
作の指導権，主導権を握り，偉大な旗印を
高く掲げ，民族精神を奮い立たせ，人民大
衆に奉仕しければならない．さらに深刻な
認識とさらに開かれた思考，より効果的な
政策と措置によって，社会主義の中核とな
る価値体系の建設と壮大な主流思想を導く
世論の確立，改革・創造の推進，社会主義
文化の大発展・大繁栄の推進，国家の文化
のソフトパワーの引き上げに力を入れなけ
ればならない」との指示を与えている． 
にもかかわらず，胡錦濤総書記の人民日
報視察時の演説に見られるように，“オリン
ピックイヤー”という，中国にとってソフト
パワーの高まりを世界に示す絶好のチャン
スさえ逃しかねない状況に陥っていた．胡
錦濤総書記の一連の演説はそうした中国の
ジレンマと苛立ちを反映した内容といえよ
う． 
 
Ⅲ イメージアップ作戦の３つの流れ6
中国の国家イメージ改善に関する論議や
具体的な対応には，三つの大きな流れがあ
る．議論の分かれ目は，イメージギャップ
の原因をどこに求めるのかとの点から生ま
れている． 
 一つの流れは，国外のメディアの報道に
その原因を求める議論である．すでに胡錦
濤演説でも指摘しているように，「西強我
弱」という国際的な情報発信力の格差の下
で，新華社の周副社長が批判したように，
西側メディアの報道によって中国イメージ
が歪曲されていると主張する流れである．
こうした流れは，主に報道現場の幹部や記
者出身の研究者に多い．2008 年チベットで
暴動が発生し，独立を叫ぶ多数のチベット
人が逮捕され，警察，軍との衝突で死傷者
が出たが，中国当局を非難する欧米の報道
に対して，中国国内では，当局だけでなく，
反発の声が高まり，西側メディアの偏向報
道と正すという論壇(例えば反CNN論壇)が
インターネット上に設置されたり，新聞な
どでも西側報道を批判したりする論調が目
立った．反ＣＮＮ論壇は事件直後の西側報
道を受けて，民間人青年実業家によって立
ち上げられ，ＣＮＮのニュースで報道され
た画像が別の場所の映像であるなどの点を
指摘して，中国国内で大きな反響を巻き起
こした．個人のボランティアとしてはあま
りにも専門的な情報が盛り込まれていて，
当局は否定しているものの，当局の指示に
よって組織的に作られたものではないかと
の見方が西側メディアで目立った．7「人民
日報」などの伝統メディアもそれを転送し，
ネット世論に追随する形となり，中国にお
けるインターネット論壇の影響力の大きさ
を見せつけた． 
その反響の大きさを受けて，一部の研究
者は，西側の報道を正し，中国のイメージ
アップを図るには，インターネットを使っ
た「人民抵抗モデル」を提唱する論文を発
表した．8同論文を執筆した李希光・清華大
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学教授らは，まずハーマン，チョムスキー
の『マニファクチャリング・コンセント』9
を引用しながら，「米国政府と政商集団が，
いかにニュースをほしいままに操り，見る
もの，聞くもの，読むものに影響を与え，
メディア管理の目的を達成しているか」と
の二人のアメリカ人研究者の研究成果を紹
介しながら，アメリカメディアのイラク報
道などがいかに偏向に満ちたものだったか
を明らかにしている．その上で，中国国内
のインターネット論壇をはじめとする新興
メディア上での情報発信が，チベット暴動，
聖火リレー妨害事件などに関する西側メデ
ィアの偏向報道を暴露し，それが欧米メデ
ィアに対して大きな圧力となり，ＣＮＮか
らも謝罪を勝ち取ったと評価する．「その特
徴は新聞などのエリートメディアではなく，
大衆の声を反映したインターネットメディ
ア」であり，大衆の声に拠る「人民抵抗モ
デル」であると主張した．李教授らの論文
は「ネット上の議論は玉石混交で，甚だし
いものは，悪意に満ちた罵倒もある」とし
ながらも，影響力の大きさを高く評価し，
「人民抵抗モデル」を提唱している． 
 もう一つの流れは，対外宣伝力の向上を
提唱する「走出去工程」などの動きである．
従来，欧米に独占されてきたメディアの世
界へ，衛星放送やインターネットという新
しいメディアを使って，中国のテレビ，ラ
ジオ番組の発信力を高め，さらに英語，中
国語などマルチの言語を使った出版物を海
外で発行する動きを拡大した．また世界各
地に中国の言語や文化を広める教育機関と
して「孔子学院」の建設を推進した．この
流れの中には，中国イメージの改善に留ま
らず，現代における中国の大国化は，「平和
的台頭」であって，そのための「最大の武
器は，ソフトパワーの拡充であり，文化戦
略を重視すべき」10と，大国化イコール＝
文化の発信力であると指摘する研究者もい
る． 
三つ目の流れは，そうした国際的な情報
格差や発信力の弱さ，西側メディアによる
歪曲を否定するわけではなく，それを前提
としつつも，中国の声が伝わらず，西側の
議論が国際社会において対中世論を左右す
るのは，中国のメディア環境，とりわけ前
近代的な報道管理体制や宣伝重視の対外報
道の弊害が大きな要因になっていると指摘
し，その改善を求める流れである．対外的
な圧力を利用して，中国国内の改革を求め
る傾向とも言える．こうした流れは，主に
西側のジャーナリズム研究を踏まえた若手
のメディア研究者に見られる． 
 こうした議論に共通するのは，国家イメ
ージが，突発的な，中国にとって危機的な
状況をもたらす事件の報道によって形成さ
れるとして，突発事件をめぐる報道のあり
方をどう改善するかに議論が集中している
点だ．一般的に言って，国際社会が「中国」
という国家のイメージを形成する上で，大
きな影響力を持つのは，新聞やテレビなど
が報じる「中国」であり，危機的な突発事
件は報道の対象となりやすく，その報道の
内容によって，中国イメージが形成されや
すい．最近では，日本における中国イメー
ジが大きく低下しているが，それは毒入り
ギョーザ事件をはじめ中国食品の安全性を
疑わせる報道が目立ったからだと言われて
いる．11日本人の中国イメージ形成に直接
関与するのは日本のメディアは報道だが，
日本メディアの報道には，中国の情報やメ
ディアに対する管理体制が大きく影響して
いる． 
 三つの流れのうち，中国の現在の情報・
メディア管理体制，とりわけ突発事件報道
をめぐる報道管理体制について，前二つの
流れはほとんど言及しない．海外メディア
の突発事件報道に偏見や意図的な誤報があ
ると指摘するか，発信力の弱さを指摘して，
その是正，改善を強く求める立場である． 
 これに対し，最後の流れは中国の報道管
理体制に海外の誤った報道を許す問題点が
あり，国家イメージの改善には国内の報道
体制の改革が不可欠と指摘する点が大きな
相違点となっている．海外メディアに対し
て，その報道の是正を求め「抵抗型」とす
れば，二つ目は「発信型」，最後は自国の管
理体制を見直すという意味では「改革型」
と言えよう．対外イメージの改善を求める
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中国の指導者は，「抵抗型」と「改革型」の
二つの流れを，時々の国際情勢をにらみな
がら，巧みに使い分けているともいえよう． 
 
Ⅳ 「抵抗型」モデルの限界 
チベットの暴動からオリンピックの聖火
リレーの妨害事件の間は，外部からの中国
への圧力も強く，「抵抗型」の反応が強く出
た．すでに挙げたように，少数民族への弾
圧，圧迫を批判する欧米メディアのチベッ
ト報道に対して，その偏見，誤報を糾弾す
るサイトが有力中国メディアのウェブサイ
トに設けられた．しかし，四川大地震では，
逆に「改革型」が前面に出て，外国メディ
アの取材を緩和し，内外の支援を集めた．
09 年ウルムチで発生したウィグル族の暴
動では，外国人記者の現地での取材を許可
し，中国当局がプレスセンターまで設置し
た．同じ少数民族をめぐる問題であったが，
事件の国際社会に与えたイメージはかなり
異なっていた．もちろんその違いは報道対
応の問題だけとはいえないが，対応の違い
がイメージを変えたことは否定できまい． 
そもそも「抵抗型」モデルはあまりにも
直接的な反応であり，常に効果があるとは
いえない．かえって中国国内の反応が，国
際社会の反発を招き，対立をエスカレート
させることにもつながる．一般的な国際世
論において，中国の政治体制は依然として
共産党の支配する一党独裁の国であり，文
化大革命，天安門事件という暴力が激突す
る社会であり，「抵抗型」の反応は，「強硬」
という中国のイメージを髣髴とさせる．「反
CNN 論壇」のような動きが出てくると，国
際社会においては，必ず中国当局がやらせ
たものであるという見方が広まり，中国イ
メージは一段と悪化する． 
しかも，国内的には，そうした対立姿勢
がかえって国内の社会不安を招き，中国当
局も最終的には，この愛国主義的な動きに
対し矛を収めさせ，問題を沈静化させるこ
とになる．2005 年の反日デモもその一例で
あり，2009 年の反フランスデモはその典型
である．反フランスデモは，チベット暴動，
聖火リレー妨害事件をめぐって，中国に進
出するフランス系スーパーの親会社がダラ
イラマ 14 世に対して，巨額の献金をしてい
るとの偽情報がインターネット上で流布し
た結果，デモへと発展した事件だが，この
事件に見られるように，ネット上には未確
認情報や誤った情報があふれ，それによっ
て感情的な議論が巻き起こり，直接的な行
動へと発展するケースがある． 
したがって，「抵抗型」モデルは，「反CNN
論壇」のように，たとえ西側メディアの謝
罪を勝ち取ったとしても，国際社会の対中
イメージを改善できるかどうか，大きな疑
問が残る．中国の研究者も｢もしわれわれが
西側世論の全ての問題を，国家利益を拡張
するための“メディアと政府の共同謀議”に
帰するとしたら，そのような分析は一面的
である．国家利益以外に，イデオロギー形
態，ニュースの価値観，党派傾向，メディ
ア組織，記者の個人的な差異などの要素も
関与している｣「中国のメディアが一律に，
“他者”の思考という考えで，西側のメディ
アを見なし，対抗という立場を世論のやり
とりの前提とすると，それは認識と行動の
二つの面で困難な局面をもたらし，国際世
論の中の中国の受け身の立場を解消すると
いう面で利点は何もない」と指摘している
12． 
世界メディアサミットで，胡錦濤総書記
は各国メディアの平等を求めた際にも，「中
国政府はメディアの発展と非常に重視し，
世論監督をスムーズに，人民の知る権利，
参与権，表明権，監督権を保障するなど各
方面のメディアの重要な役割を支持し奨励
している」と述べるとともに，「外国のニュ
ース機構の合法的な権益を保障し，中国に
おける取材報道業務への便宜の供与を行っ
ている」と“改革”姿勢を強調している． 
とはいえ，国際情勢は複雑であり，国際
世論への中国の対応として，今後も「抵抗
型」モデルと「改革型」モデルが交錯して
表面に出てくることが想像される．本稿で
は，この後，もっぱら「発信型」「改革型」
の二つのモデルについて検討したいと考え
る． 
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Ⅴ 中国の報道管理体制 
 「発信型」，「改革型」を検討する前提と
して，中国の報道管理体制とりわけ突発事
件をめぐる報道規制について触れておきた
い．中国の新聞，テレビ，ラジオ，出版と
いった伝統的なマスメディアは，長く党や
政府の宣伝機関と位置づけられ，国営，国
有の体制の下に置かれてきた．1990 年代，
市場経済の進展とともに，情報に対する社
会全般の要求が増大する一方，マスメディ
アの成立基盤の重要な要素である広告需要
も急増した．その結果，伝統メディアの多
様化，多元化が進行し，とくに新聞，出版
分野では大衆向けの新聞や雑誌が急増した．
テレビでも衛星放送，有線放送の普及で，
多チャンネル化し，報道，教育，娯楽など
のセグメント化が進行している．ラジオも
同様の傾向が続いている．メディアの商業
化，産業化が進んだ．インターネットも急
速に普及し，いまや大衆の意見を表明する
場として注目され，伝統メディア以上に政
府を監督する力を発揮し，“インターネット
監督”“インターネット民主主義”という言
葉が語られるようになった． 
 しかし，出版部門を除いて，基本的に伝
統メディアの所有形態は国有であり，報道
部門ではとくに党がメディアを管理する
「党管媒体」の原則が貫かれている．13こ
の原則は中国の最高意思決定機関である中
国共産党中央委員会で確認されたものだ．
近年，ニュース出版分野で，完全な企業化
や株式上場の方針導入が当局によって明ら
かにされているが，にもかかわらず国家新
聞出版総署は「党管媒体」，「党管幹部（メ
ディアの幹部人事は党が管理する）」，「党管
導向（メディアの世論誘導の方向性は党が
管理する）」，「党管資産（党がメディアの資
産を管理する）」の四つの方針は不変とする
方針を掲げている．14したがって，メディ
アの商業化，産業化の進展にも関わらず，
報道の管理体制に変わりのないことが読み
取れる． 
 中国の国際イメージに大きく影響する
「突発事件」報道についても，国家の危機
にもつながるだけに，中国当局は長年，厳
しい規制を行ってきた．1976 年 7 月，発生
した死者 24 万人を出した唐山大地震の死
者数が明らかにされたのは，地震発生から
3 年後のことだった．80 年代以降も「慎重
に開放する」という方針が取られている．15
 しかし，経済体制が改革・開放され，国
内市場の拡大，外国企業の大量進出を受け
て，国際間にまたがる突発事件も数多く発
生するようになり，「突発事件」報道の開放
を求める需要は内外で高まっている．にも
かかわらず最近まで，突発報道はマイナス
報道であり，社会の安全を脅かしかねない
との考えが当局の側にあり，突発事件報道
は，①党と政府の指導を厳格に受ける②報
道方針は党と政府に一致させ，場合によっ
て国営新華社が統一報道する③記事は上部
機関に送り審査を受ける――などの方針が
取られてきた．16
 突発事件報道を見直すきっかけとなった
のは，2002 年秋から 2003 年に広東省から
世界へと広がった新型肺炎（ＳＡＲＳ）事
件である．ＳＡＲＳの発生は，広東省当局，
衛生省そして北京市当局によって 2003年 4
月下旬まで伏せられ，ようやくＷＨＯ（世
界保健機構）の警告にしたがって，情報公
開に踏み切った．衛生相などの幹部も解任
され，中国の対外イメージを大きく損なっ
た．ＳＡＲＳ事件は，中国の報道管理体制
が対外発信力の向上やイメージ改善の障害
になっていることを示唆している． 
 
Ⅵ 対外発信力の拡充と｢発信型｣モデル
の限界 
 すでに紹介したように 21 世紀に入って，
中国当局は対外発信力の拡充に努めてきた．
それは対外イメージの改善に必要なだけで
なく，グローバル化の中で，軍事力だけで
なく，文化をはじめとするソフトパワーの
拡大こそが大国として相応しいと認識され，
また経済力の高まり，新たな情報技術の開
発によってその拡充が可能となったからに
他ならない． 
 中国科学院国情研究センターの胡鞍鋼主
任らのグループは，早くも 2004 年，中国は
アメリカに次ぐ世界 2 位のメディア大国に
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なったとの研究成果を発表している．17こ
の研究は，①メディア・コミュニケーショ
ンの基礎（電話，移動電話，郵便局，イン
ターネットサーバー数）②国内メディア（日
刊紙，ラジオ，テレビ，ネットユーザー総
数）③国際メディア・コミュニケーション
（図書輸出額，ラジオの放送外国語数，全
世界のテレビ受信者数，ウェブサイト数）
④メディア経済（広告額，映画観客数）を
基にしたもので，国内メディアの力はアメ
リカの半分程度で遠く及ばないが，日本や
ヨーロッパの国々を上回る．国際的には日
本やイギリスにもかなりの差をつけられて
いるが，メディア産業は，過去 20 数年間，
年率 20%以上の成長を示しており，すでに
世界第 2 位のメディア大国だと評価した． 
 この研究の方法や結論に対して，中国国
内でも「一部の専門家から疑問が出た」と
いう．18そこで，人民大学の喩国明教授の
グループは，胡鞍鋼報告の評価について「基
本的には科学的であり，実際にも符合して
いる」としながらも，より科学的な指標を
用いて中国のソフトパワー（軟実力）の発
展状況を調査した．こちらの調査では 56
の指標によって，新聞からインターネット
まで中国のメディアを全面的にカバーした
という．その上で，中国を含む 2005 年の世
界ＧＤＰ上位国 50 か国を比較した．その結
果，中国のメディア水準は 50 か国中 40 位
だった．ちなみに 1 位はノルウェー，続い
てアメリカ，スイス，フィンランドの順で，
日本は 13 位となっている．この調査結果は
『中国伝媒軟実力発展報告』として出版さ
れたが，同報告は「中国は決して遅れてお
らず，情報産業領域における発展は急速で
あり，とりわけインターネットなど新媒体
の発展は猛烈で，それは中国メディア全体
の実力を押し上げることを大いに期待させ
る」と評価している． 
 『文化対外伝播・・理論与戦略』（呉瑛，
上海交通大学出版社，2009 年 9 月）は，中
国の代表的なメディアの“走出去（海外進
出）”の状況について，詳細に調査するとと
もに，孔子学院の設立状況についても報告
している． 
 まず国営通信社の新華社は 2007 年現在
世界に 102 の支局を置き，海外で新華社と
契約しユーザーとなっている海外メディア
は 12,447 であり，187 の国と地域をカバー
している．24 時間発信の言語は中国語，英
語など 7 種で 2015 年までに 150 の支局と
600 人の駐在員を派遣する計画である．テ
レビの国際放送は，中央テレビ局（ＣＣＴ
V）の 4 チャンネル（中国語），9 チャンネ
ル（英語）とスペイン・フランス語チャン
ネルの計チャンネルで放映している．2009
年初め段階で，CCTV－4 は 93 の国と地域
で 1,500 万人のユーザー，CCTV－9 は 7,711
万人，フランス語は 34 か国 1,011 万人，ス
ペイン語は 12 か国 342 万となっている．同
書はこのほかに国際ラジオ放送や英字新聞，
さらには人民日報社発行の大衆向け国際問
題専門紙「環球時報」の海外進出などを紹
介している． 
 いずれも立派な数字が出ているが，この
調査はそれぞれのメディア側の資料をその
まま紹介したもので，検証された数字では
ない．国有メディアが政府の掛け声の下で，
海外進出を進めているわけだから，それぞ
れのメディア企業が都合のよい数字を発表
している可能性が高い．もしデータ通りの
進出を果たしているであれば，内外のコミ
ュニケーションギャップが広がることもな
いであろうし，指導者が「西強我弱」など
と嘆く必要はない．同書も，「わが国のメデ
ィアは国際世論の場で，現有体制の“力量を
集中する”という優勢をうまく発揮できて
いない．重大な国際事件が発生した時，迅
速に国際世論の機先を制することができな
いからだ．中国の主流メディアが失語症に
陥る一方で，西側メディアが“お節介にも”
中国に声を出すよう目覚ましてくれる」と，
自嘲気味に指摘している．「発信型」の研究
者自身，なぜ中国のソフトパワーが数字通
りの力を発揮できないのか，正面から語る
のを回避しつつも，4 で紹介した報道の管
理体制にその問題点があることを示唆して
いる． 
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Ⅶ ｢改革型｣モデルの模索 
 「改革型」モデルを提唱する研究者，実
務者は，対外イメージの悪化の原因がメデ
ィアの古い管理体制にあると実証的にずば
り指摘する．例えば彭偉歩・暨南大学副教
授は，『信息時代政府形象伝播』19で，「CCTV
－9 の視聴者の 89.8％は中国に住む中国人
であり，外国人は 2.9%に過ぎない」とのデ
ータ結果を示した上で，「多くの英語メディ
アは受け手の調査をやりたくもないしやる
勇気もない．なぜなら調査結果はメディア
自身とても受け入れたくない可能性がある
からだ」との英字紙『チャイナデーリー』
の副編集長自身の説明を紹介している．こ
のデータは 2000 年段階のもので，その後改
善されてはいるのだろうが，６で紹介した
ソフトパワー報告でも受け手の効果は触れ
られていない．彭副教授は「受け手効果調
査の欠如は，必然的にわが国の対外宣伝の
自己中心主義をもたらす」と指摘する．自
己中心主義は結局，受け手の興味のない宣
伝臭の強い内向きの内容の繰返しを行うこ
とになる． 
 さらに彭副教授は「中国体制内の官僚主
義現象が中国のソフトパワー発揮を制限す
る障害となっている．情報の停滞，緩慢な
政策決定，意味のない議論の繰返しにその
症状が現れる．中国では今後ソフトパワー
への要求は“ハードパワー”のそれを上回る
であろう．しかし，ソフトパワーの引き上
げは数多くの複雑な問題，例えば体制，観
念などの方面の改革に触れないわけにはい
かない．中国のソフトパワー建設は新たな
境界線に分け入ろうとしている」との評論
20を紹介する．その意味では，胡鞍鋼報告
や喩国明報告はソフトパワーの“ハード”の
部分を調査したに過ぎず，本来のソフトパ
ワー報告でなかったともいえよう． 
 彭副教授の『信息時代政府形象伝播』は
その上で，政府イメージの形成と広報体制，
大衆メディアとの関係，対外イメージと大
衆メディアの関係，情報化時代における大
衆メディアの政府イメージ形成の問題点な
どを，正面から分析したもので，中国政府
の広報体制，メディア管理体制の改革を強
く訴える内容となっている．とりわけ政府
の時代にそぐわない，がんじがらめのメデ
ィア管理体制によって中国メディアに対す
る内外の信頼度，親密度が低下している点
を，SARS 事件報道などを例に挙げながら
批判している．またインターネットなど情
報技術の発展に伴って，国民の一層の政治
参与，メディア報道の権利が高まる一方，
多国籍メディアによる他国の国内政治への
批判も増大し，それらに対する対応を政府
が誤れば危機を増加させ，イメージの低下
をもたらすと警告する． 
そして，「人民は国家のために存在するの
ではなく，国家が人民のために存在するの
である．政府は公衆の声に基づいて施政を
調整すべきで，政府の行政に適応するよう
公衆に要求すべきでない．これは政府イメ
ージ樹立の最も重要な思想である．この種
の思想が樹立できなければ，政府イメージ
の改善は不可能である」とまで述べる．こ
れは政府にとってもかなり耳の痛い批判で
あろう．もちろん「人民共和国」であり，
彭副教授の発言も建前としてはその範囲内
にあり，したがってこの本も中国国内の権
威ある出版社から出ている． 
『突発事件与対外報道』21は，同じよう
な観点から，突発事件報道をめぐる国内の
管理体制やその報道が国際社会に与える影
響などについて考察している．同書は，中
国の現在の国際的なニュースをめぐる報道
環境とりわけ突発事件を巡っては「国家イ
メージに重大な損害を与えかねいない」状
況にあると，SARS事件や黒竜江省で発生し
た松花江水質汚染事件（2005 年）などを例
に引いて，警告している．後者の事件では
地元当局の発表，市民の反応，ネット上で
の情報，外国メディアの報道を，時間を追
って整理し，当局の情報発信のまずさと，
それに伴って出回った流言が政府と大衆の
関係を損なった経緯を明らかにしている．
その上で，タイミングの良い情報が流言の
防止に役立つとともに，国際世論の主導権
を握る上でも重要だと指摘している． 
「努力拡大“二次伝播”，切実増強外宣実
効（“二次報道”の拡大に努め，しっかりと
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対外宣伝の実効を高めよう）」22（童猛チャ
イナデーリー記者執筆）は，国際報道にお
いて，海外メディアは当該国のメディアを
多く引用する（二次報道）という点に着目
し，国内のメディアが，外国メディアにも
っと転載され反映されるよう，タイミング
良く正確な情報を発信する一方，外国人記
者への現地取材の便宜を図るべきとの提案
を行っている． 
「突発公共事件においてしばしば発表が
遅れ，わが国のメディアが失語症に陥る．
その結果，外国メディアに事実の歪曲やわ
が国への攻撃のチャンスを与えてしまう．
その局面を転換するには，情報公開の速度
を早めなければならない」 
いかにも英字紙の記者らしい指摘である．
海外の読者の興味やその文化背景などを研
究し，海外の読者が興味を持つ，説得力の
ある記事の発信を工夫すべきとも述べてい
る．「抵抗型」モデルが糾弾する海外の偏向
報道が，実は国内の報道管理体制の欠陥が
その一因であることは以上の指摘で明らか
であろう． 
SARS 事件の教訓や以上のような提言を
受けて，中国政府も「政府信息（情報）公
開条例」（2007 年 1 月全人代常務委採択），
「突発事件応対（対処）法」（同年 8 月全人
代常務委採択）を制定し，情報の公開や突
発事件報道の改善に乗り出している．しか
し，チベット暴動事件など国家的な危機事
件となると，やはり情報の公開も，国内報
道も遅れ，童猛記者が指摘するように海外
のメディアの偏向報道が独り歩きする隙を
与えてしまう． 
『突発事件与対外報道』は，政府のイン
ターネットサイトを通して，突発事件への
政府の対処のマニュアルを調べ，事件への
対処システムが結局，政府内部の早期報告
を義務的に設定しただけで，メディアへの
情報提供や発信をほとんど意識していない
点を暴露している．危機的事件の報道は，
マイナス面を報道することになり，それは
マイナス報道だという意識が政府官僚に根
強い．政府への責任追及へと転化すること
を恐れるのである． 
童猛記者は「われわれは思想を解放し，
実事求是の精神で，マイナス報道は全て国
家イメージの形成に不利と考える観念を根
本的に改める必要がある．いいことも報道
するが，実際から出発して，ホットな問題，
困難な問題，注目される問題，敏感な問題
も回避せず，覆い隠さず，客観的な報道に
よって説得力と信頼度を高める必要があ
る」と述べている．この「思想の解放」「実
事求是」という言葉は，故鄧小平氏が，革
命路線を経済建設路線へと中国を大転換さ
せた際に使ったもので，現在の「改革・解
放路線」の指導思想である．この言葉を使
って突発事件報道の改善を求めること自体，
問題の深刻さを示していると言えよう． 
 
Ⅷ 結論に代えて 
  以上のような考察の結果，｢抵抗型｣と｢改
革型｣の間には，メディアの世論形成につい
ての見方が根本的に異なるという点が明ら
かになる．「抵抗型」はメディアが，「政府
や政商集団」によって一方的に操作される
受け身の立場にあると見なしている．この
論者はアメリカのマスメディアをそう分析
しているのだが，実は中国のマスメディア
こそがぴったりそのモデルに当てはまる．
一方，「改革型」は，メディアが操作される
だけでなく，「新聞専業主義」（ジャーナリ
ズム，プロフェッショナリズム）を発揮し，
民衆の知る権利を代表し，議題設定機能を
持つことによって，政府をけん制し，世論
をリードする場合もあることを指摘する．
メディアにも主体性があり，プレーヤーの
一員ということになる．この点，中国国内
では弱いが，国際世論はそのようにして形
成されている．したがって，ソフトパワー
を強化し，国際世論の場で中国の発言力を
高めるためには中国メディアの主体性を確
保するための改革が必要という議論になる． 
 彭副教授の『信息時代政府形象伝播』は，
ゲーム理論を使って，政府とメディア，公
衆の関係を説明する． 
「政府はメディアを通して，国政の政策
や理念を広める．またメディアに対し政府
についてのマイナスの報道が多すぎないよ
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う求め，政府イメージを損なわないように
求める．したがって，メディアにとって政
府は憎しみの存在でもあり，愛する存在で
もある．政府の様々な情報がなければ，時
事問題の報道は不可能だ．最も重要なニュ
ース性のある，公衆の関心を最もひきつけ
る情報がなければ，メディアは生存してい
けない．したがって，メディアは必ず政府
の情報を必要としているが，ニュースの原
則は政府やその他外部の干渉を受けず，客
観・公正のモラルを堅持して政府の情報に
対して報道を行う．その結果，両者の関係
は互いに厄介な状態にある」 
  「報道の自由」がないと，このゲームは
政府の一方的な支配に終わり，メディアは
生命力を失い，公衆への影響力を失う． 
 「政府はがんじがらめのメディア政策を
調整し，合理的な位置に置かねばならない．
そうしてこそメディアの政府活動に対する
客観的な報道が可能となり，メディアの無
秩序な報道，政府に対するマイナス報道を
回避でき，社会の安定をもたらすことがで
きる．こうした政府とメディアの関係は，
政府が一方的な自身のイメージ追求を放棄
させるだけでなく，メディアの信頼性や親
和力を増しメディアの発展や社会の進歩を
促すことができる」 
 「政府イメージは内外の公衆の評価，認
知の総合体」とする彭副教授は，国内メデ
ィアの改革，国内の公衆の政府イメージの
改善が，国際社会での中国イメージの改善
の前提となると考えている．『突発事件与対
外報道』も同様な視点から報道改革を求め
る． 
 「一つの良性な社会の運営メカニズムは
根本的に政府と公衆の関係によって決まる．
現代社会において，それは基本的にメディ
アという橋渡しによって，協力と共通の利
益を実現できる．政府の行政の公開と透明
度は，メディアの責任ある情報の公開とニ
ュース報道に依存する．公民が政治に積極
的に参画することは疑いなく社会全体の新
鮮な活力とエネルギーをもたらす．一つの
協調性のある文明政治もしたがって公衆と
政府の努力の下で鍛錬を重ね，昇華するの
である」 
本稿を執筆中の 11 月 26 日北京では，中
国政府新聞弁公室主催の「第 1 回対外伝播
シンポジウム」が開催され，対外宣伝の実
務担当者や国際コミュニケーション，ソフ
トパワーなどの研究者が参加した．シンポ
ジウム開催に合わせて，関係論文を募集し，
集まった160篇の論文から17本がシンポジ
ウムで朗読され，12 本の優秀論文を表彰し
たという．この問題に関する政府，研究者
の関心の高まりを感じさせる．まだ優秀論
文の梗概のみが公表されただけだが，それ
を読む限り，依然としてソフトパワー拡大
の重要性を訴えるのみで，具体的な効果の
ある戦略を説いたものはないようだ．今後
の展望が楽観的なものか悲観的なものか，
明らかではないが，このシンポジウムのゲ
ストスピーカーが「抵抗型」モデルの提唱
者である李希光・清華大学教授であるとい
う点に，問題の深刻さが垣間見える．「改革
型」モデルを打ち出せない．「改革型」モデ
ルはメディアの管理体制の見直しなど大き
な転換を求めることになり，政府主催のシ
ンポジウムでは，そのような議論がなかな
か難しいのであろう．ここにも，中国の大
国化と国際社会でのイメージギャップ拡大
のジレンマが反映されている． 
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